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論　　説

　抄　録　モノのインターネット，いわゆる「IoT（Internet of Things）」を活用したビジネスが注目
を集めている。IoTでは，インターネットにつながることが想定されていなかった分野のさまざまな
モノからデータ収集が可能となることで，新たなビジネスモデルによるサービスが期待されているが，
知財実務はどのようなものにすべきだろうか。本稿では，IoTで先行する米国の代表的企業について，
ビジネスモデルを整理した上で特許出願や訴訟の内容・傾向を分析・検討した内容を紹介する。
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1 ．	はじめに

近年，センサーの小型化や省電力化，ネット
ワーク通信速度の向上や通信コストの低減に加
えて，データ処理技術やクラウドコンピューテ
ィングが進展する中で，モノのインターネット，
いわゆる「IoT（Internet of Things）」を活用
したビジネスが注目を集めている。総務省の平
成28年版情報通信白書１）によると，「モノ，ヒト，

サービス，情報などがネットワークを通じて大
規模に連動することで新たな価値が生まれる。
このうち，主としてモノに着目した部分につい
てはIoT（Internet of Things）と呼ばれている。
（中略）
あらゆるモノがインターネットに接続するこ

とで，モノから得られるデータの収集・分析等
の処理や活用が実現する。」とある。
このように，IoTでは，インターネットにつ

ながることが想定されていなかった分野のさま
ざまなモノからデータ収集が可能となること
で，新たなビジネスモデルによるサービスが期
待されている。すでに米国では，2014年に
Google社の傘下となったNest Labs社が，イン
ターネットに接続可能なサーモスタット（室温
調節器）を100万台以上販売するなど，IoTビジ
ネスを成功させている企業が数多く存在する。
一方，日本国内に目を向けると，IDC Japan社
が国内のIoTに関係する大企業を対象に実施し
た調査結果２）によれば，IoTへの取り組みに関
＊  2016年度　The Fourth Subcommittee, Software 
Committee

IoT分野における代表的米国企業の	
ビジネスモデルと特許に関する調査・研究
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して約50％の企業が「限定的導入」であると回
答しており，日本企業の多くは，これから本格
的にIoTビジネスに参入するものと考えられる。
ただ，一口にIoTビジネスといっても，医療・

ヘルスケア，運輸・交通，スマートホーム等，
分野が複数にわたる上，企業毎にバックグラウ
ンドも異なるため，IoTビジネスにどのように
参入すべきかは，当然各社毎に異なる。しかし，
IoTビジネスで成功するためのエッセンスはあ
るはずで，ビジネスモデルをいかに構築するか
がそのひとつと言える。
では，知財実務はどのようなものにすべきだ

ろうか。例えば，デバイスメーカーは，デバイ
スに関する特許さえ取得していれば良いのか。
本稿では，このような問いに答えるべく，IoT
で先行する米国の代表的企業について，ビジネ
スモデルを整理した上で，それらの特許出願や
訴訟の内容・傾向をビジネスモデルや競合他社
との関係などから分析・検討した。
本稿は，2016年度ソフトウェア委員会第４小

委員会，新井克典（野村総合研究所），位田憲昭
（富士フイルム），市原裕久（京セラコミュニケ
ーションシステム），日野光章（ソシオネクス
ト），新森昭宏（インテック），江尻秀彰（日本
ユニシス），松岡和（オムロンヘルスケア）の
７名が担当した。

2 ．	分析概要

2．1　�“IoTサービス”の定義（従来型ビジ
ネスとの違い）

特許出願や訴訟などの分析に先立ち，“IoT
サービス”とはそもそもどのようなものか，従
来型ビジネスとの違いは何かを理解するため，
IoTサービスで先行する米国の実例を調査し
た。具体的には，IoTサービスが浸透する複数
の分野から幅広く事例を収集して全体を俯瞰し
た後３），各分野から先駆的と目されるIoTサー

ビスを行う代表的企業５社を今回の調査対象と
して採用した（表１参照）。そして，これら５
社のIoTサービスを比較などした結果，従来型
ビジネスが製品・サービスを売り切るのに対し
て，５社のIoTサービスが，製品・サービスを
売って終わりではなく，ネットワークに接続可
能なデバイスからデータを収集して解析し，新
たなサービス（価値・機能）をユーザーに付加
することで利益を得る点で共通することが分か
った。この共通点は，特許庁が審査基準で採用
した定義４）など，一般に言われているIoTの定
義と一致するが，この定義こそがIoTの本質を
捉えたものであると言える。また，各社とも，
他社を交えた協業によって新しいサービスを提
供する点で共通することも分かった。

分野 企業 IoTサービス概要
航空 GE Aviation 航空機エンジンに設置し

たセンサーから収集した
データを解析し，効率的
なエンジン操作方法を提
案する。

スマート
ホーム

Nest
Labs

住宅に設置したセンサー
から収集したデータを解
析し，冷暖房を自動調節
する。
住宅に設置したセンサー
から収集したデータを電
力会社に提供し，電力の
需給状況に応じて冷暖房
を自動調節する。 

ヘルス
ケア

Fitbit ウェアラブルデバイスか
らユーザーの生体データ
を収集・解析し，健康管
理のための情報をユーザ
ーに配信する。

自動車
保険

Progressive 車両の走行データを収
集・分析し，保険料に反
映する。

運輸 Uber 
Technologies

乗客と車両の位置情報を
収集し，配車可能な自動
車をマッチングする。

表１　調査対象とした代表的米国企業
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2．2　知財戦略・傾向分析方法

技術的な側面で見ると，IoTサービスには，
従来から存在するデバイス自体の技術に加え
て，デバイスからデータを収集するための技術
や，収集したデータを解析するための技術など
が必要となる。そこで，2. 1節で取り上げた代
表的米国企業５社の特許を表２で定義する特許
カテゴリに分類し，さらに，
ａ） 自社／競合他社の出願動向（出願年・件数・
内容）

ｂ） 分析対象としたIoTサービスに関する訴訟
状況（原告側／被告側）

を確認することで，各社の特許出願や訴訟など
の内容・傾向を分析した。分析結果について，
３章以降で述べる。

3 ．	各社分析

3．1　GE Aviation（航空）

（1）会社およびIoTサービスの概要
１）会社概要
GE Aviation社は，複合企業General Electric

（GE）社傘下のGE・インフラストラクチャー
の一部門であり，1917年に設立された世界最大
の航空機エンジンメーカーである５）。
２）IoTサービス概要
GE Aviation社は，航空機エンジンに設置し

たセンサーから収集したデータをリアルタイム
で分析し，航空会社に対して航空機の効率的な
運用やエンジン操作方法を提案する航空業界向
けサービス“Flight Efficiency Services”６）を提
供している。その中で，効率的な運航を実現す
るための解析ソフトである“Flight Analytics 
System”７）を活用し，安全性向上のための
“Flight Risk Management”８）や，燃費向上の
ための“Fuel Management”９）といったソリュ
ーションを提供している。
また，GE Aviation社は，経営コンサルティン

グファームのAccenture社とのジョイントベン
チャー企業であるTaleris社を立ち上げ，Taleris
社による独自のアプリケーションの開発・提供
を行っている10）。具体的には，航空機の不具合
の兆候を捕らえ，予測することで効率的な運航と
整備点検を可能とする“Maintenance & Prog-
nostics Services”など，Accenture社のデータ
分析技術を活用し，航空機運航の効率化やコス
ト削減を実現するアプリケーションを開発・実
用化している11）。
これらのソリューションやアプリケーション

を利用することで，ユーザーである航空会社は，
航空機の効率的な運用による燃料費の削減や，
航空機の不具合予測によるメンテナンス工数の
削減により，運用コストの低減，機体稼働率の

特許カテゴリ 概要
「IoT特許」 IoTサービスそのものをクレームと

する特許の他，IoTサービスにのみ
用いる技術や，IoTサービスに直接
的に必要となる技術の特許。例えば，
デバイスからデータを収集するため
の技術や，収集したデータを解析す
るための技術に関するもの。

「足回り特許」IoTサービスにも使用可能ではある
が，IoTサービスのみを前提とした
ものではない技術や，IoTサービス
に間接的に貢献する技術の特許。例
えば，ユーザーが容易にソフトウェ
アをインストールするための方法
や，バッテリーを長時間もたせるた
めの電源制御に関するもの。

「分析対象の
IoT事業以外」

分析対象としたIoTサービスに使用
する可能性が全くない特許。

表２　特許カテゴリとその概要
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向上を図ることができる（図１参照）。

（2）特許に関する状況
１）出願状況

GE Aviation社の特許出願状況を確認すると，
全体で279件出願されている。その内，「IoT特
許」は2016年12月の時点で10件である（表３参
照）。
時系列で見ると，故障検出やエンジンのメン

テナンスに関する「足回り特許」が従来から出
願されていて，航空機エンジンに設置したセン
サーから収集したデータを解析し，効率的なエ
ンジン操作方法を提案するといった「IoT特許」
が，2010年以降になって出願されている。IoT
サービスの提供にあわせて特許出願を行うこと
で，航空分野におけるIoT市場での優位性を確
保しようとする意向が，これらの特許出願状況
から窺える（図２参照）。
また，Taleris社は，2014年以降，航空機の
不具合の兆候を捕え，予測することで航空機の
効率的な運航と整備点検を可能とするといった
内容の「IoT特許」４件を出願している。

図１　GE Aviation 社（Taleris社）のIoTサービス

表３　GE Aviation社の特許出願状況

IoT特許 足回り特許 分析対象の
IoT事業以外

10件 105件 164件

図２　GE Aviation社に関する年表
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競合他社においても，例えば，航空機エンジ
ンを手掛けるRolls -Royce社が，2014年頃から，
航空分野に関する「IoT特許」の特許出願を行
っているのが見受けられる（図２参照）。
２）訴訟状況
2016年11月の時点でGE Aviation社に関する

特許侵害訴訟は発生していない。これは，そも
そも航空機エンジンを手掛ける企業の数が少な
いため，従来から存在する航空分野の特許件数
が少なく，また，これらの特許が，事業を実施
せずに特許ライセンスのみを行う企業である
NPE（Non-Practicing Entity）に渡る機会も
少ないことから，競合他社との間だけでなく
NPEとの間においても特許侵害訴訟が発生しに
くい市場であるためと考えられる。さらに，航
空分野という独特の市場特性により，製品の内
容が第三者に公開される機会が少ないことも特
許侵害訴訟が発生していない要因であると考え
られる。
一方で，2016年頃までは，航空分野でIoTサ
ービスを行っている企業が，GE Aviation社の
みという状況であったところ，2016年に入り，
航空機エンジンについてGE Aviation社と競合
するRolls -Royce社が，Microsoft社と協業し，
Microsoft社が提供するIoT向けシステム基盤を
利用した自社製エンジンの運用監視システムを
開発している 12）。Rolls -Royce社は，このシス
テムを用いて，エンジンの修理回数を減らし，
航空機運用の効率性を高めるIoTサービスを開
始しており13），今後，競合他社間での特許侵害
訴訟も予想される。

3．2　Nest Labs（スマートホーム）

（1）会社およびIoTサービスの概要
１）会社概要
Nest Labs社は，元Appleの社員であった
Tony FadellとMatt Rogersによって2010年に
創業された。両氏は，AppleでiPodの開発に従

事していた。
Nest Labs社は，2011年に最初のプロダクト
として，“Nest Learning Thermostat”（学習型
サーモスタット）を発売した。その後，2013年
に“Nest Protect”（煙・一酸化炭素検知器）を，
2015年に“Nest Cam”（セキュリティカメラ）を，
2016年に“Nest Cam Outdoor”（屋外用セキュ
リティカメラ）を発売した。同社は，2014年に
32億ドルでGoogle社（正確にはAlphabet社）に，
買収された。従業員数は現在1,100人以上とな
っている。
２）IoTサービス概要
ａ）電力事業者との連携
Nest Labs社 は，“Rush Hour Rewards pro-

gram”の提供を2013年から開始した。これは，
ユーザーがこのプログラムにサインアップする
と，電力需要が高まった場合に，“Nest Learn-
ing Thermostat”がユーザーの通常の温度調節
スケジュールを参照した上で，自動的に冷房ま
たは暖房のチューニングを行うというものであ
る。電力会社は，これにより電力需要のピーク
を下げることができるため，ユーザーに対して
電力料の軽減という形で報酬（rewards）を支
払う。Nest Labs社，ユーザー，電力会社の関
係を図３に示す。

2016年４月には，“Rush Hour Rewards pro-
gram”に提携する電力事業者の数が50以上に
達したと発表されている。

図３　Nest Labs社，ユーザー，電力事業者の関係
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ｂ）保険会社との連携
Nest Labs社は，“Safety Rewards program”
を2015年６月に発表した。これは，提携火災保
険会社の保険に加入すると“Nest Protect”が
無償配布され，ユーザーがこのプログラムにサ
インアップすると火災保険料が割引されるとい
うものである。American Family Insurance社
やLiberty Mutual Insurance社などが提携して
いる。

（2）特許に関する状況
１）出願状況

2016年11月時点で，Nest Labs社による米国
での出願数は97件となっている。その内訳は表
４の通りである。
出願以外の特許に関する積極的な取り組みと
して，Nest Labs社は2013年９月にIntellectual 
Ventures社と契約を締結し，60件の関連特許
の実施許諾を得たとされている14）（図４参照）。
このような特許に関する積極的な取り組み

が，結果としてGoogle社による高値での買収に
つながったとの報道もされている15）。
２）訴訟状況
Google社がNest Labs社を買収する前の2012

年初頭に，Honeywell社が“Nest Learning 
Thermostat”に対する特許侵害訴訟を提起し
た（図４参照）。
2013年にはAllure Energy社とBRK Brands

社が，2014年にはe.Digital社がそれぞれNest 

表４　Nest Labs社の特許出願状況

IoT特許 足回り特許 分析対象の
IoT事業以外

８件 89件 ０件

図４　Nest Labs社に関する年表
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Labs社に対して特許侵害訴訟を提起している。
e.Digital社はNPEと推察される。 
Honeywell社とAllure Energy社はサーモス
タットメーカーで，BRK Brands社は煙探知機
メーカーのため，これら３社はNest Labs社の
競合他社である。なお，Honeywell社は1906年
創業の老舗大企業である。
訴訟に用いられている特許は全部で23件あ
る。このうち，NPEと推察されるe.Digital社の
特許８件は，すべて「IoT特許」である。一方，
競合他社３社の特許15件は，Honeywell社の特
許１件が「IoT特許」，残りの14件が「足回り
特許」である。
Allure Energy社，BRK Brands社，e.Digital
社とは2014年から2016年にかけて和解が行われ
ている。Honeywell社による訴訟提起は大きな
話題となったが，2016年６月に両者（Honeywell
社とGoogle社）が和解に至ったとの発表がされ
ている。詳細は公表されていないが，両者の持
つ特許群をクロスライセンスすることになった
とされている16）。
Nest Labs社はサーモスタットと煙探知機を

IoT化することで価値を生み出したが，ビジネ
ス拡大の過程で，非IoTデバイスメーカーであ
る老舗企業から訴訟を提起された。そこで，自
らも他社特許の実施許諾を得て，かつGoogle社
傘下に入ることで武装し，これを乗り切ってき
たと言える。

3．3　Fitbit（ヘルスケア）

（1）会社およびIoTサービスの概要
１）会社概要
Fitbit社は，フィットネストラッカー，フィ

ットネスバンド等を製造販売するメーカーで，
2007年に創業したウェアラブルデバイス分野に
おける世界シェアトップの企業である17）。2015
年のウェアラブルデバイス市場におけるFitbit
社の世界シェアは29.5％であり，第２位のシェ

ア15％のApple社を大きく上回っている。
Fitbit社は，2015年６月に新規株式公開（IPO）

を実施し，株価が初日から急騰したことで話題
となった18）。同年12月には，競合他社のPebble
社を買収し，同社が得意であったスマートウォ
ッチ分野を今後強化していくものと予測されて
いる19）。
２）IoTサービス概要
Fitbit社のウェアラブルデバイスで測定した

心拍，歩数，睡眠等の生体データが，スマート
フォンのアプリ等を介してネットワーク経由で
保険会社のサーバへ送信され，サーバにおいて
各種生体データやユーザーの生活パターンが解
析される。そして，解析結果に基づいて，ウェ
ルネスポイントとともに，ユーザーへ健康状態
に関する情報や生活改善のためのアドバイス等
がフィードバックされる（図５参照）。

例えば，John Hancock社が，ウェルネスプ
ログラムの世界的代表企業であるDiscovery社
（南アフリカ共和国）と提携し，Fitbit社のウェ
アラブルデバイスを利用したVitalityプログラ
ムの提供を行っている20）。

（2）特許に関する状況
１）出願状況 （デザインパテント含む）
Fitbit社の特許出願状況を確認すると，2016

年11月時点において，全体で379件（デザイン
パテント含む）が出願されている（表５参照）。

図５　Fitbit社，ユーザー，保険会社の関係

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



知　財　管　理　Vol. 67　No. 7　20171078

出願分野を見ると，デバイスは勿論のこと，
ソフトウェア，ネットワーク・通信，システム，
UI等，幅広く出願を行っている。しかし，全
世界でウェアラブルデバイスを販売しているに
も関わらず，出願国は米国と中国のみであり，
売上高に比較して出願件数もそれほど多くな
い。このようなところに，出願国などにメリハ
リをつける同社ならではの意向を窺うことがで
きる。
出願内容に関しては，測定したバイタルデー
タをスマートフォンアプリ等経由でサーバへ送
信し，サーバが，データを解析してユーザーに
解析結果をフィードバックするといった内容の

「IoT特許」が中心である。また，画面デザイ
ンやジェスチャーによる操作等の「足回り特許」
についても出願されている。その他，端末のデ
ザインに関するデザインパテントの出願も一定
数なされている。
Fitbit社は，先に述べたとおり，競合他社の

Pebble社を買収し，その特許も併せて取得した。
Pebble社の特許は35件あり，本体，ケーブル，
コネクタ等，「足回り特許」が多い。
２）訴訟状況
Fitbit社に関する訴訟としては，競合他社の

AliphCom社（商品ブランド“JAWBONE”）
との事件がよく知られている。AliphCom社は，
Fitbit社が同社の従業員を引き抜き，営業秘密
を取得したとの理由で訴訟を起こすとともに，
同社の特許権６件を侵害したとの理由で，2015
年に特許侵害訴訟をFitbit社に対して起こした
（図６参照）。本訴訟に対して，Fitbit社は，特

表５　Fitbit社の特許出願状況

IoT特許 足回り特許 分析対象の
IoT事業以外

280件 77件 22件

図６　Fitbit社に関する年表
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許侵害でAliphCom社を提訴し応酬した。Fitbit
社がAliphCom社に対して用いた特許は，「足回
り特許」である。
しかし，これらの特許侵害訴訟は，AliphCom
社が経営不振に陥っており，既にフィットネス
トラッカー等の製品を実施していないとの理由
から，Fitbit社が訴訟の取下げを行い，2016年
12月に終了した。
一方，Fitbit社は，特許侵害訴訟を16件提起
されているが，それらの原告のほとんどはNPE
とみられる。ブランド力を有し，売上規模が大
きいため，NPEの訴訟ターゲットになり易いと
いえる。

3．4　Progressive（自動車保険）

（1）会社およびIoTサービスの概要
１）会社概要
Progressive社は，1937年に創業し，個人向

け自動車保険商品の販売を中心とした全米第４
位の自動車保険会社である 21）。Progressive社 
は，自動車に取り付けた“Snapshot”という
OnBoard Diagnosticデバイス（故障診断デバイ
ス，以下，「OBDデバイス」）から収集した走
行データに基づいて保険料の割引額を決める自
動車保険（「Usage Based Insurance」，以下，
「UBI」）を2011年から開始した。Safeco社
（LIBERTY MUTUALグループ）がUBIを開始
したのが2009年，State Farm社が2010年であ
るから，保険商品としてのUBIの取り扱いにつ
いては競合他社に遅れたが，実証実験としては
競合他社に先駆けて1992年から行っていたよう
である22）。“Snapshot”は，2013年時点ですで
に100万台以上に設置されている23）。
２）IoTサービス概要
“Snapshot”は，Xirgo社製のOBDデバイスで，
ユーザーが申し込むと送付され，ユーザー自身
が自動車に取り付ける。30日間の試行期間に，
アクセルとブレーキの踏み方やそれらの頻度な

ど，実際の運転状況データを自動車から取得し，
リアルタイムにネットワークを介してサーバに
送信する。そして，その運転状況データの解析
結果によって保険料の割引額が決定される（図
７参照）。

（2）特許に関する状況
１）出願状況 
Progressive社の特許出願状況を確認すると，

1996年以降，Progressive社全体で23件が出願さ
れており，内，IoTサービスであるUBI関連のも
のが９件出願されている。９件は，いずれも
1996年に出願した特許からの継続出願若しくは
一部継続出願で１ファミリーとなっていて，自
動車の走行データを収集・分析して保険料を決
定する内容の「IoT特許」である。Progressive
社から「足回り特許」は出願されていない（表
６参照）。

デバイスなどに関する「足回り特許」が出願
されていないのは，Progressive社自身が保険
会社でIT企業ではなく，OBDデバイスについ

図７　Progressive社，Xirgo社，ユーザーの関係

表６　Progressive社の特許出願状況

IoT特許 足回り特許 分析対象の
IoT事業以外

９件
（１ファミリー） ０件 14件
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てはXirgo社，ネットワークについてはAT&T
社といったベンダーから調達している24）ためと
思われる。
競合他社のUBIに関する特許出願状況を確認
すると（図８参照），Safeco社は出願しておらず，
その親会社であるLIBERTY MUTUAL社が，
運転スキルをトレーニングする目的で，自動車
が走行中のブレーキの圧力を計測・表示する内
容の「IoT特許」を1991年に１件出願したのみ
である。HARTFORD社とAllstate社は，それ
ぞれ「IoT特許」10件と，「IoT特許」17件を出
願しているが，いずれも2005年以降となってい
て，Progressive社の後塵を排している。State 
Farm社は，UBIに関する出願をしていない。
２）訴訟状況
Progressive社は，2010年から2012年にかけ

て，競合他社４社に対して特許侵害訴訟を提起
している。それらの訴訟の中で特許５件が用い

られており，内，IoTサービスであるUBI関連
のものが３件を占めている。そのいずれもが，
４社に対する訴訟で用いられている（図８で，
★が付された３件）。特許５件のうち残り２件
は，UBIではなく，インターネット経由の保険
申込に関するものである。
UBI関連の特許３件は，先に述べたとおり

1996年に出願した特許からの継続出願若しくは
一部継続出願の「IoT特許」である。1996年と
いう早い優先日を確保した特許が，優先日から
約15年後の2010年から2012年にかけて訴訟で使
われており，特許の取得・使用に関する教科書
的事例といえる。
もっとも，ビジネスモデル特許に関する特許

性を権利付与後に再審査する暫定プログラム
（「Covered Business Method」，以下，「CBM」）
で，CAFC（United States Court of Appeals 
for the Federal Circuit, 米国連邦控訴裁判所）

図８　Progressive社に関する年表
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に控訴中ではあるが，３件とも無効の判断がな
されている。ビジネスモデルについて，訴訟に
耐えうる特許ポートフォリオを構築するのがい
かに難しいかを示す証左といえる。なお，
CBMで無効の判断がなされた後，すべての訴
訟が，和解によると思われる取下の合意によっ
て終了している。
一方，Progressive社が被告となっている特
許侵害訴訟は８件あり，内，１件がUBI関連の
もので，NPEと推察されるInnovative Global 
Systems社から2010年に提訴されている。訴訟
で使用された特許は，1995年に出願された自動
車データを送受信する内容の「IoT特許」と，
この継続出願または一部継続出願の計５件であ
り，Innovative Global Systems社が，VEHICLE 
ENHANCEMENT SYSTEMS社から2009年に
譲り受けたものである。Innovative Global Sys-
tems社がもっぱら金銭を得る目的でこれらの
特許を購入し，Progressive社に対して訴訟を
提起したものと思われる。訴訟は棄却されて終
了している。

3．5　Uber Technologies（運輸）

（1）会社およびIoTサービスの概要
１）会社概要
Uber Technologies社（以下，「Uber社」）は，
2009年３月に米国のカリフォルニア州で設立さ
れた企業であり，ドライバーと乗客をマッチン
グする“Uber”を世界70カ国，450都市以上で
展開している企業である。2015年の売上として
108億4,000万ドル（約１兆3,000億円）を見込ん
でいる25）。
２）IoTサービス概要
“Uber”は，ドライバーからの仲介料（運賃
の約20％）によって利益をあげるという単純な
収益モデルとなっている。Uber社自身が自動
車を保有しているわけではなく，乗客とドライ
バーをつなぐプラットフォームを提供するシェ

アリングエコノミーと呼ばれるビジネスモデル
である（図９参照）。

つまり，乗客もドライバーも“Uber”のユ
ーザーであり，これらのユーザー数を増やすこ
とが本ビジネスを成功させる鍵になる。したが
って，“Uber”には乗客・ドライバー両者の利
便性を向上するための工夫がなされている。例
えば，スマートフォンから２タップで配車を可
能とするユーザーエクスペリエンスを実現する
ことで乗客の利便性を向上している。また，
GPS（global positioning system，衛星利用測位
システム）により乗客とドライバーを自動的に
マッチングすることで，乗客・ドライバー両者
の利便性向上を実現している。さらに，乗客・
ドライバーが相互に評価できる環境を作ること
で，お互いのモラル向上をはかりサービス品質
を向上している点も特徴的である。
競合他社としては，相乗りサービスを提供す

るLyft社（2012年創業）があり，近年の成長率
で言えば，同社はUber社を上回ると言われて
いる。Uber社は，「配車サービス」ではLyft社
に先行したが，「相乗りサービス」については
2014年から開始しており，Lyft社の後発となっ
ている。
なお，Uber社は2017年には自動運転サービ

スの本格展開を予定しており，2016年に自動運
転技術を持つスタートアップ企業であるOtto社
を買収し，Volvo社との協業も発表している。

図９　Uber社，乗客，ドライバーの関係
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（2）特許に関する状況
１）出願状況

表７　Uber社の特許出願状況

IoT特許 足回り特許 分析対象の
IoT事業以外

52件 12件（うち９件は
デザインパテント） ４件

Uber社が出願した特許は68件あり，内訳は
表７のとおりである。その他，63件を他社から
取得しており，全131件を保有している。
特許出願の内容としては，乗客やドライバー
の操作や位置情報に基づいたサービスに関する
ものが多く，乗客が価格変更を要請したり，位
置に応じて利用できるサービスを選択したりと
いったオンデマンドサービスに関連した“Uber
アプリ”の機能に関する特許や，乗客間で位置

情報を共有する方法など，「IoT特許」を中心
として出願している。
しかし，画面表示やGUIのデザインパテント
といった「足回り特許」も存在し，前述の通り
乗客またはドライバーが利用するアプリの利便
性にも力を入れていることが窺える。
また，相乗りサービスを開始する前年にあた

る2013年には，乗車料金の折半方法についての
特許を出願し，2015年には地図情報提供サービ
スを展開するDecarta社を買収して「IoT特許」
28件を取得するなど，Lyft社を意識した動きも
見られる（図10参照）。
２）訴訟状況
Uber社は，売上を伸ばし始めた2013年頃か
ら現在にかけて７社（すべてNPE）から計10件
の訴訟を起こされている（図10参照）。
10件のうち７件は原告による取下げで終了し

図10　Uber社に関する年表
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ており，３件は継続中である。Lyft社について
も，この７件のうち４件で共同被告となってお
り，売上の拡大を契機に両社ともNPEの標的に
なっていることが窺える。訴訟で用いられてい
る特許には，位置情報の共有方法など，位置情
報を用いたサービスに関する「IoT特許」が多
く含まれている。
現時点では，Uber社が原告となって訴訟を
提起しているという記録はなかったが，地図情
報サービスを提供するDecarta社を買収して関
連特許を取得するなど，競合他社であるLyft社
に対する準備をしていると捉えることもできる
動きがあることから，今後が注目される。

4 ．	分析結果

前章の各社分析から言えることは，以下の３
点である。

（1）「足回り特許」の存在感
本稿では，ユーザーが容易にソフトウェアを
インストールするための方法や，バッテリーを
長時間もたせるための電源制御に関するものな
どを「足回り特許」と定義し，事例調査を行っ
た。その結果，たとえば，Fitbit社は，自社の
もつ「足回り特許」を使ってAliphCom社に訴
訟を提起している。また，Nest Labs社は，
Honeywell社など競合他社３社から訴訟を提起
されたが，そこで用いられた特許の15件のうち
14件が「足回り特許」である。このように，「足
回り特許」が大きな存在感を示していることが
分かった。
したがって，ビジネスモデルが事業の成否を
分けるIoT分野にあっても，知財実務上は「足
回り特許」が重要な地位を占める。そのため，
モノの技術に強みを有する日本企業がIoTビジ
ネスに参入するにあたっては，これまで特許権
を取得してきた「足回り特許」が強みになり得
る。

（2）萌芽期にある「IoT特許」
上記のとおり，「足回り特許」が大きな存在
感を示しているが，かといってビジネスモデル
に即した「IoT特許」がないがしろにされてい
るということではない。実際，今回調査した企
業５社のうち，Fitbit社，Progressive社，Uber
社の３社では，各社の全特許出願数に占める
「IoT特許」の割合が大きい。
とりわけProgressive社は，「IoT特許」を使

ってSafeco社など競合他社４社に訴訟を提起し
ており，勝訴判決を得るまでには至らなかった
ものの和解に持ち込んだ。また，Uber社は，
Decarta社を買収することで「IoT特許」の数
を増やしている。
このような状況から，「IoT特許」は萌芽期
にあると言える。そして，今後，新旧を問わず
多くの企業が参入し，IoT分野が年月を経て拡
大する中で，新しいビジネスモデルに即した
「IoT特許」が質・量ともに充実し，それらを
使った訴訟などが増すことも予想される。モノ
の技術を強みとしてIoTビジネスに参入する日
本企業も，協業する他社との役割分担や協力な
どを通じて，ビジネスモデルに即した「IoT特
許」の権利化やクリアランスを行うなど，攻撃
／防御の両面で「IoT特許」を視野に入れた知
財対応が求められるだろう。

（3）通用する「数の論理」
Nest Labs社とHoneywell社の係争は，Nest 

Labs社がGoogle社の傘下に入った後，しばら
くして和解となった。和解内容は公開されてい
ないが，Google社とHoneywell社がそれぞれ保
有する特許をクロスライセンスしたと報道され
ている。
この事例のように，Nest Labs社のような新

興企業が，自身で開発したデバイスを用いて
IoTサービスを始めると，Honeywell社など当
該デバイス分野の老舗企業から，彼らが長い年
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月をかけて構築してきた特許ポートフォリオに
よって攻撃を受けるといったことが容易に想像
できる。ビジネスモデルとしては新しくても，
そこで用いられる既存のモノの技術の領域で，
「新興企業v.老舗メーカー」の構図が成立する
ためである。このことから，新しいIoTビジネ
スに乗り出す場合でも，多数の特許を保有する
老舗企業からの攻撃を想定すれば，これまでと
同様に，交渉上，特許出願数が効く「数の論理」
が通用する側面がある点に留意したい。

5 ．	おわりに

これまで，分野を問わず広がりを見せるIoT
について，代表的米国企業５社を選定し，これ
らのビジネスモデルを整理した上で，特許が事
業とどのように関わっているのかを定量面，定
性面の両方のアプローチから分析した。そして，
このような事業と特許の具体的な関係性をもと
に，「デバイスメーカーはデバイスに関する特
許さえ取得していれば良いのか？」といった問
いに答えるべく，これから本格的にIoTビジネ
スに参入する日本企業が，知財実務上どういっ
た点に留意すべきかを考察した。特に，モノが
ネットワークに接続されることにより得られる
情報を活用するIoTサービスに即した「IoT特
許」と，ユーザーが容易にソフトウェアをイン
ストールするための方法や，バッテリーを長時
間もたせるための電源制御などに関する「足回
り特許」に分けて各社の特許を分析した結果，
ビジネスモデルに耳目が集まりがちなIoT分野
にあっても，モノの技術に強みを有する多くの
日本企業に一日の長があるであろう「足回り特
許」が，知財実務上は重要な地位を占める点を
明らかにした。モノの技術に強みを有する日本
企業が新たにIoTビジネスへの進出を検討する
際には，「足回り特許」のポートフォリオを棚
卸し，自身の強みとして認識したい。
日本企業がこれから本格的にIoTビジネスに

参入する際のヒントになればと考え，事例分析
を通じて，こうした知財実務上の留意点を提示
したが，本稿では論じることができなかった問
題も残されている。今回分析した５社もそうだ
が，多くのIoTビジネスはオープンイノベーシ
ョンの枠組で行われている。そのため，他の分
野と同様に，IoTビジネスも変化の激しい環境
下にあり，自社の技術や資産にのみ拘泥してい
ては競争に後れることは論をまたないが，この
ようなことに主眼を置いたとき，知財実務上ど
のような考慮や対応が必要か，という点である。
この問題については，標準化やアライアンスの
動向などの調査・分析に基づく考察を加えなけ
ればならず，本小委員会活動の結果から結論が
出るものではないが，本稿で採用したアプロー
チによるさらなる調査・分析が，有効なものの
ひとつと考える。
最後に，本稿が，これから本格的にIoTビジ
ネスへの参入を検討する日本企業において，こ
れまで取得してきた特許権が活用できるのか
や，今後どういった特許権を取得していくべき
か，といった知財戦略を検討する際の一助にな
れば幸いである。
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